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研究成果の概要（和文）：本研究では、視覚障害を有するスポーツ選手が継続的に競技に参加できる環境の整備
を充実させるための支援システムの構築についての方策や目標設定を検討するための基礎資料を資することを目
的に次の3つの調査研究を行い、実態を明らかにした。①視覚障害者のスポーツ活動に対する意識と実施状況に
関する調査、②弱視特別支援学級に在籍する児童・生徒の体育指導に関する実態調査、③企業における視覚障害
者のスポーツ競技への支援と雇用に関する実態調査

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to contribute basic data for considering the
 construction of a support system to enhance the development of an environment where Blind sports 
athletes can participate continuously in the game.In this research, we conducted the following three
 research studies and clarified the actual situation.
(1) Research on visually impaired people's awareness of sports activities and implementation 
situation, (2) Actual situation on physical education guidance at special support class for Blind, 
(3) Support for sports competition of visually handicapped persons at enterprises and actual 
situation on employment.

研究分野： 視覚障害教育
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１．研究開始当初の背景 
我が国では、1920 年代より他の国のスポー

ツ活動に先駆けて、グランドソフトボールや
競泳、柔道などの視覚障害者のスポーツ競技
大会が行われた。1965 年からは国民体育大会
の開催に合わせ「全国障害者スポーツ大会」
が行われ始めたのを機に、視覚障害者スポー
ツ競技は競技人口が増加し、競技性も徐々に
高度化している。国際大会も行われており、
1963 年には「第 1回国際身体障害者スポーツ
大会」に日本の視覚障害者スポーツ選手が初
めて参加した。1970 年代からはいわゆるパラ
リンピックに毎回参加し、競泳や柔道などに
おいてメダルを獲得している。現在、パラリ
ンピックはオリンピックと同じように、人間
の限界を追求し、最先端のスポーツ科学を背
景とした効果的なトレーニングがなければ
勝てない、競技性の高い国際大会となった。 
 我が国の身体障害者手帳を有する視覚障
害者数は約 31 万人程で、手帳のない者を含
めればさらに多いことが推測される 1)。少子
化で先天障害は減少しているが、超高齢社会
に入り、糖尿病性網膜症や緑内障によって視
力を失う人々が増加している。近年は肥満な
どの生活習慣病が大きな健康問題となり、運
動不足を解消するために身体運動が推奨さ
れるが、中高年になって視力に障害が出ると
身体運動の機会が縮小して、生活習慣病にと
っては不利な条件となる。したがって、視覚
に障害を持つ人々の健康管理の一環として
スポーツや運動を行うことは非常に重要と
なる。 
 健康管理を主体とした運動は、トレッドミ
ルや自転車エルゴメータなどの機器の進歩
や適切な指導により視覚障害者が単独でも
実行可能となっている。しかし、複数の競技
者により技能を競うスポーツにおいては、視
覚障害者が可能な種目が開発されても、その
指導法や支援方法が十分に開発されていな
いという問題点がある。スポーツには健康管
理としての要素もあるが、日常生活を豊かに、
楽しいものとする活動としての側面も大き
い。つまり、視覚障害者が健康保持増進や QOL
（クオリティーオブライフ：生活の質）を維
持するための一つとしてスポーツや運動を
継続していくことはとても大切である。 
 2011 年に施行されたスポーツ基本法では、
「スポーツは、障害者が自主的かつ積極的に
スポーツを行うことができるよう、障害の種
類及び程度に応じ必要な配慮をしつつ推進
されなければならない」と障害者スポーツに
関する基本理念が掲げられた。ヒトが外界か
ら得る情報の8割は視覚情報といわれている。
これからわかるように、視覚障害者が自主的
かつ積極的にスポーツ活動を実施し、さらに
継続的に行うにあたっては様々な障壁があ
ることが推測できる。視覚障害者がリクリエ
ーションとしてのスポーツや競技としての
スポーツなどを自由にいつでも、どこでも、
いつまでも生活の中に取り入れられるよう

になることが大切である。 
そのためにはまず、視覚障害者の基本的な
生活基盤、条件を支える医療や福祉、就労や
教育などの充実・改善が必要である。その中
で余暇活動、文化活動としてのスポーツ享受
のためのハード、ソフト両面の環境整備が行
われていくことが課題となる。 
スポーツ基本法では第１章の基本理念の中
で「障害者のスポーツ振興・推進」の必要性、
第３章の基本的な条件の整備の中で「障害者
の安全の確保や利便性の向上」、また競技水
準の向上では「国民体育大会」と並列して「全
国障害者スポーツ大会の開催」が規定された。
これは障害者にとっても日常生活における
楽しむスポーツの実践からパラリンピック
選手などトップアスリートの養成・強化に至
る環境条件の整備・推進を想定しているもの
と考えられる。今後、国や地方公共団体はス
ポーツ施策の総合的、計画的推進を図るため
「スポーツ基本計画」「スポーツ推進計画」
を定めなければならないことになっている 2)。 
 視覚障害者スポーツをはじめ障害者スポ
ーツのさらなる発展と競技力向上に向けた
対策が一体になって推進していくためには
いくつか課題が挙げられる。例えば、①地域
の施設の整備やバリアフリー化の促進、②障
害者のスポーツ指導ができる指導員の養
成・研修と配置の義務化、③障害者向け用・
器具の設置、ニュースポーツ、プログラムの
開発、④次世代アスリートの発掘・育成のた
めの支援システムの構築と経済的支援、⑤ス
ポーツ医・科学研究の障害者スポーツへの援
用、⑥マスコミによる情報の拡大・拡充、⑦
民間企業の就労・財政的支援、⑧重度、高齢
障害者等への啓発と医療・福祉施策の充実、
⑨学校教育における福祉教育、⑩障害者スポ
ーツ理解の推進などが挙げられている 3)。 
 特に視覚障害者スポーツにおける競技力
の向上を目指すためには、次世代アスリート
の発掘・育成のための支援システムの構築や
スポーツ競技を継続していくための経済的
支援システムの構築が必要不可欠である。し
かし、これらの支援システムの構築の方策や
システムを計画するために必要な基礎的な
研究が非常に少ない。21 世紀を迎えた今日、
スポーツを通じたノーマライゼーション（共
生）社会の実現に向けた取り組みをよりいっ
そう発展させることや視覚障害者スポーツ
の競技力を向上のさせるためには、視覚障害
児・者のスポーツ活動に関する基礎的調査や
スポーツ活動を支援する学校や企業などの
関係団体の現状や課題について把握するこ
とが重要である。 
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２．研究の目的 
本研究の目的は、視覚障害者スポーツに着
目し、視覚障害者のスポーツ競技の実態につ
いて把握し、視覚障害を有するスポーツ選手
が継続的に競技に参加できる環境の整備を
充実させるための支援システムの構築につ
いての方策や目標設定を検討するための必
要な基礎資料を資することである。 
 
３．研究の方法 
本研究は、①視覚障害者のスポーツ活動に
対する意識と実施状況に関する調査、②弱視
特別支援学級に在籍する児童・生徒の体育指
導に関する実態調査、③企業における視覚障
害者のスポーツ競技への支援と雇用に関す
る実態調査の３つの調査研究から構成され
る。各調査方法は次の通りである。 
 
（１）視覚障害者のスポーツ活動に対する意
識と実施状況に関する調査 
視覚障害者のスポーツ活動に対する意識と
実施状況について把握するため、視覚障害者
515 人を対象にアンケート調査を行った。調
査は、インターネット調査会社が保有するリ
サーチモニターの中から視覚障害者を抽出
して、募集を行い、Web 上で回答する無記名
式アンケートとした。 
 
（２）弱視特別支援学級に在籍する児童・生
徒の体育指導に関する実態調査 
視覚障害の児童・生徒が体育やスポーツを
実施するために必要な支援方法を検討する
ための基礎資料を資することを目的に弱視
特別支援学級の体育における実態や課題に
ついて調査した。弱視特別支援学級を有する
小中学校 255 件について集計を行った。 
 
（３）企業における視覚障害者のスポーツ競
技への支援と雇用に関する実態調査 
企業における視覚障害者のスポーツ競技へ
の支援と雇用の実態について把握するため
に無記名の自記式調査を行った。対象は、全
国の特例子会社 448 社。調査票への回答は、
人事担当者または視覚障害者の雇用状況に
詳しい担当者に記入を依頼した。調査期間は
2017年11月22日〜2018年1月10日とした。
調査項目は、障害者および視覚障害者の雇用
状況、障害者のアスリート雇用の実績と意識
等とした。回収した 201 件（44.9%）につい
て単純集計を行った。 
 

４．研究成果 
（１）視覚障害者のスポーツ活動に対する意
識と実施状況に関する調査 
調査対象者の 78.0%がスポーツ活動の必要
性を意識していることが明らかとなった。視
覚障害者の過去１年間のスポーツ実施状況
は、週 1〜2 日（30.1%）が最も多かった。実
施内容は、ウォーキング（65.8％）が最も多
かった。スポーツや運動を実施した理由は、
健康・体力づくりのため（71.6%）が最も多
く、しなかった理由は、眼が悪いから（35.9%）
が最も多かった。スポーツや運動を行う場所
までの移動時の介助は家族・親戚（57.0%）
が最も多かった。本研究から視覚障害者のス
ポーツ活動に対する意識と実施状況に関す
る基礎資料を得ることができた。 
（２）弱視特別支援学級に在籍する児童・生
徒の体育指導に関する実態調査 
視覚障害のある児童・生徒と健常な児童・
生徒の体育の授業内容は、49.0％の学校です
べて同じであった。体育の授業以外での体
力・運動能力の向上に係る取り組みを行って
いる学校は、55.3％であった。視覚障害のあ
る児童・生徒の運動や体育への参加に関する
課題や悩みがある学校は、51.8％であった。
体育では、本人及び保護者の希望をもとに健
常な児童・生徒と合同で実施しているケース
が多いが、特に球技を代表されるように児
童・生徒の見えにくさによる運動指導上の課
題や健常の児童・生徒と一緒に活動する上で
の様々な課題があることが明らかとなった。
本研究により、視覚障害の児童・生徒の体育
やスポーツに関する支援方法を検討するた
めの基礎資料を得ることができた。 
（３）企業における視覚障害者のスポーツ競
技への支援と雇用に関する実態調査 
特例子会社で障害者を雇用している企業は
200 件（99.7％）で、障害者の雇用人数は平
均 49.2 人であった。一方、視覚障害者を雇
用している企業は 49 件（24.5%）で、視覚障
害者の雇用人数は平均 1.0 人であった。視覚
障害者の業務内容は、事務職 29 件（59.2%）
が最も多く、次いで専門・技術職（マッサー
ジ、はり、きゅう）18 件（36.7％）と続いた。
視覚障害者のアスリート雇用の実績は、ある
2 件（11.1％）であった。視覚障害者アスリ
ートの就労形態は、正社員 2 件（100％）で
あった。雇用形態は、週５日のフルタイム勤
務 2 件（100％）で、内 1 件は、週５日の時
短勤務可能であった。視覚障害者アスリート
の業務内容は、専門・技術職（マッサージ、
はり、きゅう）2件（100％）であった。視覚
障害者アスリートのスポーツ競技大会や合
宿参加への支援について、対応していない 1
件（50％）、無回答 1 件（50％）であった。
視覚障害者アスリートの競技引退後の雇用
については現役時と変更なし 2 件（100％）
であった。 
以上の 3 調査の結果から、視覚障害者のス
ポーツ競技の実態について把握することが



できた。また、視覚障害を有するスポーツ選
手が継続的に競技に参加できる環境の整備
を充実させるための支援システムの構築に
ついての方策や目標設定を検討するための
必要な基礎資料を資することができた。 
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